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研究成果の概要（和文）：  

本研究の成果を以下の三つに整理した。第一に、小売主導型の農産物流通システムの下では、

産地自らがブランド化を図ることが、価格低下の圧力を回避する主要な手段となりうる。第二

に、ブランドアイデンティティを保証する製品の品質管理をめぐっては、圃場段階からの営農

指導やモニターリングが欠かせない。第三に、ブランド・マネジメントにおいては、ブランド

要素と製品ラインの組合せに配慮したブランドの階層化のあり方が問われる。 

 

 

研究成果の概要（英文）： 

The results of this study can be summarized into the following three. First, under the 

retail-led distribution system of agricultural products, the branding of products can 

be a measure to avoid the pressure of the lower prices. Second, to ensure product quality 

control over brand identity, educational activities and monitoring be implemented at the 

farm field is very important. Third, in brand management, it is necessary to make hierarchy 

of brand which is combined product line and brand elements. 
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１．研究開始当初の背景 

日本では、量販店等の PB（プライベートブ

ランド）開発に伴う産地の囲い込みに対抗す

る有効な手段として、産地自らが組織的なブ

ランド化戦略を展開してきた。 

これに対して、韓国は、系統共販を中心と

した産地組織化への取組みが乏しい中で、農

協や営農組合法人をブランド管理の主体と

して意図的に育成してきた経緯がある。ただ、

日韓の食料政策において、農産物のブランド

化が消費者に対して信頼を与えるほか、品質

水準を向上させる手段として位置づけられ

ている点は共通している。 

 もともと産地におけるブランド管理は、

ヨーロッパにおける PDO（原産地呼称保護制

度）、GI（地理的表示制）などの認証や表示

によるブランド保護から開始したと見られ

るが、日本のワイン、地鶏、ナチュラルチー

ズなどは、ヨーロッパ同様の表示・認証制度

をテコにして差別的優位性を形成した品目

事例に該当する。韓国においても、農産物の

品質または安全性にかかわる多様な認証制

度を積極的に導入しブランド化に活用して

いるが、その数や導入スピードは日本を上回

っている。 

一方、近年、農産物のブランド戦略は、D.A. 

アーカーのブランドエクィティ概念（D.A 

Aaker, Managing Brand Equity,1991 及び

Building Strong Brand, 1996）を取り入れ、

ブランドパワーやブランド要素をめぐる議

論を深めつつ、顧客とブランドとの関係を強

くする方向に動いている。韓国は、日本に比

べて、早い時期（1990 年代初め）からパワー

ブランドとブランド要素を中心としたブラ

ンド戦略が謳われたものの、政策的に誘導さ

れた側面が強く、ブランドのイメージを引き

出すブランド要素の確立や差別的優位性を

もつブランドエクィティの確保には至って

いない。また、日本では、韓国に比べて産地

間競争が激しく、マーケティング手段を統合

し効果を引き出すだけの経済主体の成熟が

遅れ、ブランド化による差別的優位性の発現

が立ち遅れた経緯がある。 

こうした中で、最近は、ブランドエクィテ

ィの定量的評価を試みた研究の成果が、ブラ

ンド効果の検証に貢献している。また、気象

条件や土壌変化に影響される農産物生産は

均一なブランド製品を揃えることが難いた

めに、ブランド階層化を前提とするブランド

のマーケティングチャネル管理のあり方を

探る研究に対するニーズが高まっている。 

 

２．研究の目的 

本研究は、以上のような農産物ブランドに

関わる研究成果を踏まえ、農産物のブランド

化を進めるに当たっては、ブランド管理主体

と競争環境を考慮した（１）競争戦略やマ－

ケティング手法の開発、（２）製品機能や品

質の保証・認証とともに品種、商標などの知

的財産の保護に関わる政策的支援や制度設

計、（３）ブランド効果の評価手法の確立な

どを前提とした「農産物ブランドのマネジメ

ント論」の構築が急がれていることに着眼し

ている。なお、日本と韓国は、農産物のブラ

ンド化が政策的に誘導され、その取組みが著

しく進展していることは共通しているもの

の、農産物の生産および流通構造、消費者意

識、関連制度・施策の内容などが互いに異な

るために、東アジア単一農産物市場を視野に

入れた視点が求められていることから日韓

の比較研究を体系的に行うことにした。 

 

３．研究の方法 

日韓両国において、ブランド化進展の背景

となる流通構造および制度的条件に関する

統計や資料を収集・整理することで、次年度
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の体系化に向けた枠組みを構築した。さらに、

農産物のブランド化に成功した多様な事例

をベンチマーキングするとともに、消費者ア

ンケートを行った。このような調査により、

蓄積してきた関連事例からは、多くの品目や

産地に共通する農産物ブランドの開発・管理

のあり方を探るにあたって重要な示唆が得

られた。また、消費者アンケートの解析には

定量分析とりわけ多変量解析が用いられた。 

一方、研究メンバーの中で完結できない領

域とりわけ韓国の多様なブランド化への取

組み事例や消費者意識調査などに関しては、

韓国側の研究者の協力を必要とする。そこで、

研究期間中においては、現地でのセミナや日

本での国際フォーラムの開催を通じて、蓄積

された研究成果や必要とするデータの確保

に努めた。 

さらに、現地調査は、本研究の主たるフィ

ールド（日本と韓国）の域を超え、中国とヨ

ーロッパにも及んだ。中国やヨーロッパを対

象とした現地調査が行なわれたのは、これら

の国々が、農産物の地域ブランド化のために、

地理的表示制度の整備を積極的に図ってき

たからである。 

 

４．研究成果 

初年度（平成 21 年度）は、日韓両国にお

ける農産物ブランドの開発・管理の実態を探

るべく、研究分担者による現地実態調査が行

われた。日本においては、鹿児島県南九州市

の緑茶ブランド（知覧茶）を事例に、韓国に

ついては扶余群の青果物ブランド（グット

レ）を取り上げた。実態調査により、以下の

3 点が確認でき、次年度の研究に生かしうる

重要な研究の視点が得られた。 

一点目は農産物のブランド、とりわけ地域

ブランドの開発・管理にさいしては、地域内

の複数の生産主体に統一的にブランド基準

を示す必要があり、当該基準を出荷に適用す

るにあたっては、ブランド価値を意識した厳

格な管理が求められる。 

二点目は、農産物ブランドは、規格や内部

品質の出現率が一定ではないために、多様な

品質を反映した製品ミックスが必要である。 

三点目は、地域ブランドを付する品目や製

品が複数に渡る時には、上位ブランド（例え

ば地名を生かしたブランド要素）、カテゴリ

ブランド（品目名）、下位ブランド（製品ブ

ランド）を階層化することが望ましく、その

ブランド階層化には上位ブランドの有する

ブランドアイデンティティが下位ブランド

を保証しうる体系になっていることが重要

である。 

2 年目（平成 22 年度）は、分担者らのフィ

ールド研究のほかに、韓国の研究者を交えた

共同研究会の開催とともに、中国の農産物お

よび食品のブランド化の動向調査が行なわ

れた。このような研究活動によって得られた

研究成果を以下に概略する。 

青果物に限っていえば、韓国は個別ブラン

ドから地域ブランドへの移行が急激に進ん

でいるほか、出荷ロットの確保や取引交渉力

強化のために、共通の品目を複数の農協が連

合して出荷する「共同ブランド」による産地

の統合が見られつつある。これに対して、日

本の場合は、すでに農協の広域合併が一段落

している中で、ブランドの階層化やマーケテ

ィングチャネル管理を中心とするブランド

資産管理体制の強化に、多くの産地出荷組織

が関心を示していることが分かった。 

また、ブランド農産物の出荷体制に関連し

ては、量販店・生協などの小売サイドとの関

係性が取引主体間の協力関係となっている

日本に対して、韓国では、大手チェーン型小

売企業のバイイングパワーへの対抗手段が

系統共販の役割として考えられているとい
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うことである。 

一方、中国の調査では、地理的表示制や品

質認証制度といったブランドの法的保護制

度をテコ入れした、農産物および食品のブラ

ンド化が積極的に推し進められていること

が確認できた。 

また、平成 22 年度は、地域ブランドと食

料産業クラスターを結びつけた研究が行わ

れ、その一連の成果をフードシステム学会誌

に掲載することができた。 

最終年度（平成 23 年度）は、研究メンバ

ーの研究成果を摺り合わせる時間を持った

ほか、韓国の連携研究者の研究成果と照らし

合わせることにより、研究成果の完成度を高

めた。その結果、（１）農協系統出荷体制の

違いがブランドの開発や管理のあり方を大

きく規定している。（２）地理的表示制（韓

国）や地域団体商標権（日本）は農産物の地

域ブランド化をテコ入れする制度であるも

のの、品質基準を求めないことが制度的欠陥

である。（３）農産物のブランド管理主体は、

日韓いずれの国において農協が多数を占め

ているが、韓国の農協のブランド農産物の集

荷範囲の広がりには大きな特徴がある。（４）

ブランド効果や資産としての価値を評価す

ることは大変難しく、認知度の確認や WTP 分

析以外の測定手法の開発が急がれている。

（５）競争を意識したブランド・マネジメン

トのあり方については、品質基準の設定、ブ

ランドの階層化、圃場段階からの営農指導や

モニターリングが有効であることが確認で

きた。 
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